
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 2年度 事 業 報 告 書

令和 2年 4月 1日 から令和 3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 外国人看護師・介護福祉士教育支援組織

1 事業の成果
COVID-19感 染拡大の影響を受けベ トナム訪間はできず、活動は限定的なものとなった。①はじめての「

家試験」合格者2名 を輩出した。令和1年度の留学生で、中部学院大短大介護福祉科を優秀な
した。②本年度の留学生 (9名 )はタイビン医療短大の「早期卒業者」である。3月 に卒業し翌4月 か

日本の学校に入学する予定であったが、入国できなかった。3名 は大学の日本語別科に入学し原則オンライ
1年間授業を受けた。のこり6名の日本語学校への入学は4月 から10月 に変更された。③日本語学校
の6名 を対象に4月 から12月 まで、ベトナム (対面)と 日本から (オンライン)日本語教育を実施した。④

2月 下旬になり本年度留学生7名 が入国できた (2名 は断念した)。 入国後14日 間の拘束期間を活用して、「

日本語」及び 「日本での就学 0就労のオリエンテーション」をオンライン授業で実施した。⑤卒業時N3

|するためにタイビン医療短大看護科への日本語教育支援を2学年次に繰り上げ、3月 留学希望者7名 を
ベ トナム (主に対面で)と 日本から (オンラインで)授業を開始した。⑥令和1年度に来日した10名 の

アルバイ トの施設、学校を訪問することはできなかったが、学生の情報収集に努力した。

中止した。③「タイビン地域における日本語学習者増加プロジェクト」の準備に着手できなかった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額 (千円)

(1)
外国人研修
生 (主に看
護師・介護
福祉士候補
者)の 日本
語学習及び
国家試験対
策学習支援
事業

ベ トナムにおける日本語 |

教育支援       |
・ベ トナムに滞在する (来

日できない)留学生に対
する支援 (対面、オンラ
イン)

・留学希望者に対する支
援 (オンライン)

2年4月 ～
2年 12月

3年3月

タイビン医
療短大、法人
事務所など

タイビン医
療短大、法人
事務所など

4人

2人

留学生6名

看護科2学年
留学希望者
7名

612

583

29

(2)
外国人研修
生 (主に看
護師・介護
福祉士候補
者)の 日本
語学習及び

国家試験対
策学習支援
者育成事業

日本語教育学会年会費 2年4月 法人事務所 1人 不特定多数
21

21



(3)
外国人研修
生 (主に看
護師・介護
福祉士候補
者)の 日本
文化理解促
進に関する
事業

日本の祝祭日、行事につ
いて (オンライン
授業)

日本社会 0文化について
(オンライン授業でのオ
リエンテーション)

2年4月 、 12月
3年 1月

2年 12月 ～
3年1月

法人事務所

法人事務所

3人

1人

留学生9名

7

7

(4)

外国人研修
生 (主に看

護師・介護

福祉士候補

者)の 日本

社会適応に

関する事業

留学生 。受入れ施設 0学校
との情報交換 (メ ール、郵
便、ウエブ会議など)

2年4月 ～
3年3月

法人事務所
2人 留学生10名 、

介護施設5、

日本語学校
など3

26

26

(5)

外国人研修

生 (主に看

護師・介護

福祉士候補

者)の教育

支援を目的

とする情報

窃警夕:工うダ
の構築事業

他のWO団体との交流 2年4月 ～

3年3月

社会福祉協
議会会議室

1人 不特定多数

6

6

(6)
その他目的
を達成する
ために必要
な事業

な し 0
0

(2)そ の他の事業

な し



令和2年4月 1日 ～令和3年 3月 31日

特定非営利活動法人 外国人看護師・介護福祉士教育支援組織
:円

金 [¬
L」科 曰

1,357,067

2,099i035

741

148

1

I

1受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

2受取寄附金

受取寄附金

3受取助成金等

受取助成金

4事業収益

(1)日本語学習。国試対策支援事業収益

(2)日本籠学習・国試対策支援者育成事業

(3)日 本文化理解促進事業収入

(4)日 本社会適応事業収入

(5)情報交換及びネットワーク構築事業収入

(6)その他必要な事業

5その他収益

受取利息

経常収益計

Π 経常費用

1事業費

(1)人件費

人件費計

②その他経費

諧謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

資料費

事務消耗品費

研修費

広告宣伝費

雑費

その他経費計

事業費計

2管理費

(1)人件費

人件費計

(2)その他経費

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

資料費

事務消耗品費

研修費

広告宣伝費

雑費

82.000

505,000

1,370,000

35

513,959

161940

0

4,977

32,287

71,214

6,100

20,840

0

6,000

224.000

505,000

1,370,000

35

672,377

ｎ

〉

201,370

10,340

714

1,968

271,265

581800

13,773

0

123,300

100

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額



書式第15号 (法第28条関係)

令和2年度 貸 借 対 照 表

令和3年3月 31日 現在

特定非営利活動法人 外国人看護師・介護福祉士教育支援組織

(単位:円 )

科
同
|三 1 金 □

I 資産の部

1流動資産

現金

当座預金

未収入金

流 動 資 産 合 計

2固定資産

(1 定資産

定資産計有

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

コ 負債の部

1流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

67,059

6.010,720

710,397

四 ,000

ｎ
）
　

　

ハ
υ
　

　

　

（０

320,060

176

ｎ

）

176

320,060

320,060

「

】

5,746,148

741,968

6,488,116



1 ロ

令和2年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人 外国人看護師・介護福祉士教育支援機構

1 重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 、2011年 11月 20日 一部改正NPO法人会針基準協議会)によっています。

2.事業別損益の状況

睡コ 五日 割ヨ彊Ⅲ
調

日本語学習・

曰試対策支援 国試対策支援
者 育 成 事 業

日本語学
百

一
科

0

駅)5,OЮ0
0

1,370,αЮ

35

224,000

505,000

0

1,370,000

35
1.875.035

△△

I経常収益

受取助成金

事業収益

その他の収益

I経常費用

(1)人件費
人件費計

(2)その他経費

諸謝金

印刷製本費

資料費

事務消耗品費

匠墓韮□

その他の経費計

経常費用計

１

２

３

４

５

目田

開□
「
刊
一

Ｆ
Ｌ

円

=正
ヨ

日本文化理解
進 事 業

日本社会
事

その他の事業 合  計

224,000

505,000

0

1,370,000

35

1.875,035 D

20,840

20,340

20,840

ロ

12,113

2,178

6,267

5,720

26.278

26:278

224.000 2.099.035

501,846

16,9`‖0

2,799

24,730

05,494

611.809

1,290

6,160

7.450

201,370

10,340

714

1,968

271,265

58,800

13,773

0
123,300

3.160

715,329

27,280

714

6,945

303,552

130,014

19,933

",8“123,300

9.160Ⅸ亜D
α亜コ IコαD

額IΠ罰

1.357.067

611.809

1.263.226

7.450

Zゝ 7.450

Ⅸ亜コ

△ 6.000

1.357.067

△ 460.690 741.968

及

ットワー
事

【
Ｌ

ｎ

〕 ]

513,959

16,940

0
4,977

32.287

71,214

0,160

20,840

0

6.000
Ｆ

】
672,377

ｎ

）

【
劇 1



3 ス の

該当なし

4.使途等が制
使途等が制 内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下のとおりです。
当法人の正味財6,488,116円である。その内下記のとおり使途が特定された寄付金の額は0円です。

従って使途が制約されていない正味財産は6,488,116円 です。

5.固定資産の増減内訳
該当なし

6. の

7.役員及びその近親者との取引の内容

8.その他特定非営利活動法人の資産・負債及び正味財産の状態ならびに正味財産の増減の状況を明らかにするため
・事業費と管理費の按分方法

該当なし
・その他事業に係る資産の状況

該当なし

[:可」肛 i] 当II:「 7F:周 三3[澗 備    考

合   計

合   計 「

】

lil二1即]をE“Hit.;f蜀

科   目

1“,000

1“,αЮ

受 取 寄 付 金
活動計算書計

〈貸借対照表)

対 照 表 計田 ｎ

）

置コ亜亜型I.IttEE団

駅,000
505,000

ｎ

）



書式第15号 (法第28条関係)

令和2年度 財 産 目 録

令和3年3月 31日 現在

特定非営利活動法人 外国人看護師・介餞福祉士教育支援組織

(単位:円 )

科
日

【
金 額

I 責産の部

1流動資産

現金

郵便貯金

当座預金

未収入金

流 動 資 産 合 計

2固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Π 負債の部

1流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

67,059

6.010,720

710,397

20,000

ｎ
）
　

　

　

（Ｕ

・　

　

　

＾
υ

320,000

0,808.176

6,300,176

ｎ

）

320,060

320,000

ｎ

〉

6,488,116



q暉
 事

書式第 18号 (法第 28条関係)

令 2年度 年間役員名簿

令和 2年 4月 1日 から令和 3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人外国人看護師 0介護福祉士教育支援組織

役 名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事

アオノジェンコ

青野 淳子

2年4月 1日

～3年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事

アオキマサタダ

青木 正忠

2年:4月 1日

～3年3月 31日

年 月 日

～  生  日  日

理事

イシダテヨウゾウ

石館 光三

2年4月 1日

～3年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事

クラモ トコウジ

蔵本 孝治

2年4月 1日

～3年 3月 31日

年 月 日

4F_  日  日

理事

ゴトウシュウジ

後藤 修司

2年4月 1日

～3年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事
タンポケイゾウ

田甫 桂三

2年4月 1日

～3年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事

ミノダ サユリ

蓑田 さゆり
2年4月 1日

～2年5月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事
ワタナベノ

渡邊 の
リ

り

コ

子
2年4月 1日

～3年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事
イジュウイントモコ

伊集院 朋子

2年5月 31日

～3年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事

マツモ トアユミ

松元  歩

2年5月 31日

～3年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事
アイハラヨシカツ

藍原 義勝

2年5月 31日

～3年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日



監事
オオウチコウイチ

大内 講一
2年4月 1日

～3年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日



書式第 4号 (法第 4条・第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 3年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人
外国人看護師・

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
青 木 正 忠

2 青 野 淳 子

3
石 館 光 三

4 伊集院 朋 子

5 後 藤 修 司

ハ
０

小 山 園 子

7 田 甫 桂 三

Ｒ

）

中 島 幸 彦

9 樋 口 聰 美

10
牧 田 光 代

11
蓑 田 さゆり

12
西   郁 子


